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――大阪地裁平成 25 年 3 月 7 日判決の検討――
〔判例評釈〕




















































































































































































































































































































































































































































































































































































－229 （     ）－
型とされる。
　これらに対して，第二の契約モデルは信託設定の段階で委託者と受託者が交
渉して，信託目的，信託財産の管理処分方法を合意するものであり，基本的に
契約と同じに考えてよいものである。土地信託はこの典型とされる。
　そして，本件で問題になった受益者への補償請求の問題は契約モデル特有の
問題と考えられる。なぜなら，財産処分モデルではそもそも信託財産で多額の
債務負担をする必要がないし，制度モデルでは受益者が多数であるがゆえに補
償請求は事実上困難で，債務は信託財産内でやりくりせざるをえない。ところ
が契約モデルでは委託者（兼受益者）と受託者の合意をベースにして信託事務
処理を進めていることから，同様の機能を営む委任の規定を参照して，信託財
産でまかなえない債務については受益者に補償請求することが自然な形になる。
　土地信託は，信託においてはじめて多額の債務を負担する仕組みを導入した
もので，それに伴い，信託事務処理において負担した債務についての補償請求
権にかかる理論も深化した。その中で特に問題となったのが，旧信託法36条3
項の受益権放棄によって受益者は補償請求を免れるという明文規定があったこ
とであった。協議によって信託事務処理を進めていながら，債務超過になった
からといって，途中で債務を免れるのは認めがたいからである。そこで，何ら
かの合理的な限定的解釈が要請されたわけである。
　本判決は受益権放棄が実際になされたが，それについて裁判所が初めて判断
したものであり，誠に貴重なものである。本事案は大阪市の行った有名な事業
であり，請求金額も併せて約640億円と巨額であるので，判決文も53頁と大部
である。本判決の受益権放棄にかかる見解もこれまでの学説を踏まえたもので
あり，補償請求権や受託者の義務に関する部分も含め，妥当であると考える。
旧信託法の適用を受ける公有地土地信託は未だ存在しているので，本判決の意
義は大きいと思われる。
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